
国保連合会及び国保中央会の業務について 

平成２５年９月３０日 

国民健康保険中央会 
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○ 国民健康保険の保険者である市町村及び国民健康保険組合が共同で事務を行うため、４７の都道 
 府県単位に設立された公法人。（国保法第８３条） 
○ 総会、理事会を通じて保険者（市町村等）の意向を反映。 
○ 国保保険者の業務を共同して行うことにより、効率化を図っている。 
○ 国保連合会には、都道府県知事が委嘱する審査委員をもって組織される審査委員会が置かれている。 
○ 主な会員が市町村であるため、後期高齢者医療、特定健診・特定保健指導、介護保険、障害者 
 総合支援等市町村に関連する業務で可能なものは、共同して実施し、効率化を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 国保連合会を会員として組織されている公益社団法人。 
○ 各国保連合会に共通して行う業務等を取りまとめて行うことにより効率化が図られる業務を実施。 
○ 主な業務 

  ・ 標準システムの開発、維持管理 

   ・ 高額レセプト（医科の場合、４００万円以上）の審査（特別審査） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

国保連合会の概要 

  

国保中央会の概要 

 
 診療報酬等審査支払業務と保険者事務共同処理業務を一体的に行っていることから、 
○ 健診・医療・介護の情報を活用する国保データベース（ＫＤＢ）システムや介護保険適正化システム 
 の運用 
○ 審査支払業務における被保険者資格の早期確認や第三者行為損害賠償求償事務 
○ 財政運営に係る都道府県単位での共同事業（保険財政共同安定化事業、高額医療費共同事業） 
○ 高額療養費の世帯合算や医療と介護との合算 
 
の効率的・効果的な実施が可能となっている。 

 

1 



① 一部負担金等軽減特例措置事業 
  （７０歳～７４歳の一部負担軽減） 
② 国民健康保険のレセプト点検に係る保険者支援 
③ 高額療養費資金貸付事業 
④ ＫＤＢによる情報提供等保健事業活動への支援 
⑤ 保険者協議会の運営 
⑥ 介護サービス相談・苦情処理事業 
⑦ 介護給付適正化対策事業 

① 国民健康保険の診療報酬の審査支払 
② 後期高齢者医療診療報酬の審査支払 
③ 公費負担医療の費用の審査支払 

④ 地方単独事業による福祉医療の費用の審査支払 
 
⑤ 介護給付費の審査支払 
⑥ 障害者総合支援給付費の支払 

⑦ 出産育児一時金の支払 

① 保険財政共同安定化事業 
  １件３０万円超の医療費について、全市町村の拠出によ 
  り負担することで国保財政の安定化（毎年の医療費の変動  
 による財政への影響の緩和）及び保険料の平準化（医療費 
 の差による保険料の相違の緩和）を図るための共同事業 
  ※ 平成２４年の国保法改正により、平成２７年度から 
   すべての医療費に対象を拡大 
 
② 高額医療費共同事業  
  レセプト１件８０万円超の医療費について、市町村国保 
 が拠出し、単年度の負担の変動を緩和する共同事業 
  ※ 国、都道府県が事業対象の１／４ずつ公費負担 

（１）診療報酬等の審査支払業務 

（４）その他の保険者関係業務 

（２）財政運営に係る都道府県単位の共同事業 

① 国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険の 
 保険者事務共同電算処理 
 （資格確認、医療費通知の作成等） 
② 国民健康保険、後期高齢者医療のレセプト管理シ 
 ステムの運用管理 
③ 国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険の 
 第三者行為損害賠償求償事務 
④ 国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険の 
 保険料の年金からの特別徴収経由機関業務 
⑤ 特定健診・特定保健指導に係る費用の支払い及び 
 データ管理 
⑥ 障害者総合支援の市町村業務共同処理 

（３）保険者事務の共同処理 

国保連合会の主な業務 
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○ 診療報酬（医科・歯科）、調剤報酬 
  取扱件数（平成２４年度） 
   ・ 医科  ３億１３０６万件 
   ・ 歯科     ６５４８万件 
   ・ 調剤   １億８１９５万件  
○ 療養費 
 

○ 国民健康保険関係業務（国民健康保険法 第８３条） 

審査支払（国民健康保険法第４５条） 
 

 

○ 資格確認 
○ 給付確認 
○ 高額療養費（介護合算）の計算 
○ 第三者行為求償        
                   等 
 

 

 

共同処理 

○ 後期高齢者医療関係業務（高齢者の医療の確保に関する法律 第１５５条）  

 

 

○ 診療報酬（医科・歯科）、 調剤報酬 
  取扱件数（平成２４年度） 
   ・ 医科  ２億５１４３万件 
   ・ 歯科    ２９６３万件 
   ・ 調剤  １億５０５３万件  
○ 療養費 
 

 

 

審査支払 共同処理 

○ 特定健診・保健指導関係業務（高齢者の医療の確保に関する法律 第１５５条） 
 
 
○ 健診（特定健診、追加健診、生活機能評価） 
○ 保健指導 
    取扱件数（平成２４年度） 
   ・ 健診  国保 ６２３万件 
         後期  ２２４万件 
   ・ 保健指導      ９万件 
 

 

費用決済 

○ 受診券作成 
○ 利用券作成 
○ 健診・保健指導データ管理 
○ 法定報告の作成   
                   等 

 

共同処理 
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計 ５億６０５０万件 

 

計 ４億３１６０万件 

 

 

 

 

○ 広域連合電算処理システムの運用・保守管理 
○ 第三者行為求償 
 
                   等 
 

 

 

 



○ 出産育児一時金関係業務 

 
○ 対象者 
   ・ 国保被保険者 
     （正常分娩・異常分娩）  
   ・ 被用者保険被保険者等（正常分娩） 
 

○ 取扱件数（平成２４年４月～平成２５年３月） 
    ・ 国  保 １６万件 
    ・ 被用者 ４８万件 
     

支  払 

○ 介護保険関係業務（介護保険法第１７６条） 
 
 
○ 介護給付費 
   ・ 居宅サービス 
   ・ 施設サービス 
   ・ 居宅介護支援サービス 
 
  取扱件数（平成２４年度） 
     １億３２４２万件 
 
 

 

審査支払 共同処理 
 

 
○ サービスの質の向上に関する 
  調査、指導、助言 
○ 困難案件等の相談窓口 
 
 
 
 
   

 

苦情処理 
 
○ 高額介護サービス費 （高額医療） 
  の計算 
○ 介護給付費通知の作成 
○ 第三者行為求償 
○ 介護給付適正化の支援 
   情報の作成・提供 
                 等 
  

○ 障害者総合支援関係業務（障害者総合支援法第９６条の２、児童福祉法第５６条の５の２） 

支払 

○ 障害者介護給付費、障害児施設給付費 
    取扱件数（平成２４年度）  
      １１２５万件 

共同処理 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高額障害福祉サービス費等の計算  
○ 高額障害児施設給付費等の計算 
 

 

 

 

 

 

○ 保険料の特別徴収にかかる経由業務（いわゆる年金天引き） 

 
 
 
 
 
○ 対象保険料                ○ 事務処理の流れ 
  ・ 国保＋介護、 後期＋介護  
 

 

 

     

市町村 
（国保・後期・介護） 

国保連合会 国保中央会 年金保険者 
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国保連合会（４７都道府県） 国保中央会 

＜サーバ・ミドルウェア＞ 

・ 連合会がそれぞれ調達 

・ 連合会からの依頼があれば、中央会が 

 一括入札を実施 

・ 現在、４ベンダから調達 

 

＜標準システム運用・カスタマイズ＞ 

＜外付けシステム開発・運用＞ 

・ 連合会がそれぞれ各地域の地元ベンダ 

 等から調達 

＜基本方針＞ 

  ・ 特定のベンダに依存しないオープンシステムを構築 

     ・ OSはマイクロソフト・ウィンドウズを採用 

 

＜標準システム開発＞ 

・ 一般競争入札（総合評価落札 

 方式）により開発ベンダを決定 

 
［代表的な標準システム］ 

・国保総合システム 

 （レセプト電算処理・請求支払・保険者レセプト管理 

  ・保険者事務共同処理） 

・後期高齢者医療請求支払システム 

・特定健診等データ管理システム 

・介護保険審査支払等システム 

・障害者総合支援給付支払等システム 

 

 

提供 
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国保連合会システム開発・運用の現状 



保険者 

国保連合会の現行システム（医療保険関係）のイメージ 

医療機関等 
市町村 

レセプト 

後期高齢 
広域連合 

電子請求 

支払 

請求 

支払 

国保組合 
医療機関等 

レセプト 

紙請求 

保険者 

審査 
レセプト 
受付 

事務 
点検 

保険者に代わって被保険者
資格の確認を行って、医療機
関等に対して資格喪失状況
を早期に連絡 

 
 
 
 
 

  保険者事務共同処理 
  システム 

 
 
 

請求支払システム 

保険者レセプト 
管理システム 

資格確認 

レセプト
照会 

過誤・再審
査申し立て 

共通基盤システム 

レセプト電算処理システム 

レセプト 
受付 

事務 
点検 

審査 

オンライン請求システム 
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国保総合システム 



国保連合会における効率化の取組みについて 

○ 審査支払・共同処理にかかるシステムは、各国保連合会が独自に開発・保守を行ってきた。 

○ 平成１０年頃から経費削減等を図るため、業務別に全国保連合会共通のシステム（標準システム）を順次構築 

 してきたが、全国保連合会参加には至っていなかった。 

○ 機器についても、経費削減を図るため、「国保連合会個別調達」から「要請に応じた一括調達」に変更した。 

○ 平成２６年度の介護保険・総合支援の機器更改は、全連合会が参加し、「各国保連合会による運用」から「可能な業務について一拠点に 
 よる運用」に変更することとし準備中。（計画策定時点の見込み額は下記のとおり） 
  機器経費削減：４６．８億円→２３．９億円（▲２２．９億円）（サーバ台数 ９４９台→３６０台（▲５８９台）） 
  運用経費：▲６億円～▲３．６億円（年間） 
  プログラム開発コスト：１０．０億円→１７．２億円（＋７．２億円） 

各保険者の異なるニーズに対応しながら、効率化を目指している 

国保連合会の審査支払業務に要する費用のうち、システム関係費が約３割を占めている。 

○ 平成２３年度の国保にかかる機器更改では、全国保連合会が参加し、全システム（電子請求レセプトの受付・画面審査・ 

 診療報酬等の請求支払・高額療養費の支給額計算等の保険者事務の共同処理・保険者によるレセプトの内容点検等）を共通の基盤の 
うえに一体的に構築し、レセプト情報をはじめとする各種情報を一元管理し、それぞれのシステム機能を他のシステムでも活用 
 できるようにした。 機器経費の削減：４３５億円→１００億円（▲３３５億円）（サーバ台数 １，８００台→１，２００台（▲６００台）） 
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国の制度に基づく新たな業務への取組み 

平成１２年 ４月～ ： 介護保険関係業務（給付費審査支払・保険者事務共同処理）開始  

平成２０年 ４月～ ： 後期高齢者医療関係業務（診療報酬等審査支払）開始 

 

               特定健診・特定保健指導関係業務（費用決済・データ管理）開始 

 

               保険料等（国保・後期・介護）の特別徴収に係る経由事務開始 

平成１９年１０月～ ： 障害者総合支援関係業務（給付費支払・市町村事務共同処理）開始 

平成２１年１０月～ ： 出産育児一時金関係業務（出産費用支払）開始 

               （被用者保険の正常分娩分を含む） 

  上記のほか、保険者事務の共同処理（保険者レセプト管理の共同処理、高額医療・ 

 高額介護合算療養費の仮算定等）を逐次実施している。 
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5,737 5,647 5,675 5,643 5,579 5,558 
5,313 

5,257 5,202 

3,651 3,590 
3,384 3,369 

3,231 
3,112 

2,914 2,904 

2,615 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

5,000 

5,500 

6,000 

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

職員数

うち審査担当職員数

単位：人

国保連合会職員数の推移 

※ 職員数は各年度とも４月１日現在の正規職員数 

・ 障害者総合支援関係  
  業務開始（10月） 

 ・後期高齢者医療関係業務開始 
 ・特定健診・保健指導関係業務開始 
 ・保険料等の特別徴収に係る経由事 
 務開始（以上４月） 

・出産育児一時金関係 
 業務開始（10月） 
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 ○ 効率化方策の例 
 ・ 審査支払事務の充実強化のための「中期経営計画」の策定 

 ・ 標準システムの導入（国保総合システムの開発、介護保険業務の一拠点集約化） 

 ・ 保険者負担の軽減（レセプトは国保連合会が保管するため、保険者は保管が不要。保険者は 

            端末により点検等を行う。） 

 

 ○ 審査の質の向上方策の例 
 ・ 審査の充実に向けた数値目標の設定 

     ・  重点審査の充実 

  ・  審査委員会から審査担当職員への付託事項の拡大 

   ・ システムチェックの充実と精緻化 

  ・ 国保連合会間の審査の判断基準の統一化への取組み 

      ⇒ 各国保連合会における審査案件の取扱いの相違に関する調査及び結果分析作業 

    ① 分析結果の周知 

    ② 「審査時の取扱いの方向性」の取りまとめ 
  
  ※ 支払基金との判断基準の統一化については、厚生労働省が通知した「審査の判断基準統一化 

    連絡協議会」及び「審査支払機関における判断基準の統一化を図るための中央連絡協議会」 の 

    場を活用して実施していく。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○ 算定ルール：3,396項目 
○ 審査支援：14,555項目 
○ 縦覧：177項目 
○ 横覧：226項目 
 ※ 項目数の数え方：１つの項目に複数の診療 

行為又は医薬品が登録されている場合がある
が、その場合、登録されている診療行為数又
は医薬品数を合計せず１項目としている。 

新たな業務が増加する中で、効率化と医療費審査の質の向上に努めている 
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注1.

2.

3.
4.

審査支払手数料は、平成15年度から19年度までは「国保＋老人保健制度」の手数料単価、20年度以降は「国保＋後期高齢者医療制度」の
手数料単価である

平成24年度、25年度の審査支払手数料は予算上の単価である

査定率は平成15年～19年度は4月～3月審査分の国保＋老人、20年度以降は4月～3月審査分の国保＋後期高齢（20年4月審査分は老人保健分）
25年度の査定率は平成25年7月審査分（単月）の査定率である
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審査支払手数料（全国平均）

(円)

査定率（全国平均：点数ベース）

(％)

国保連合会における診療報酬審査支払手数料・査定率の推移 
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2,897

2,978 2,987 2,989

2,950
2,969

審査委員数（人）

審査委員数及び審査件数等の推移（医科）

507,479,261

529,970,683

563,985,836

555,892,192

549,060,617

554,053,785

62,650

67,559

85,467

61,042

57,307

54,675

500,000,000
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

審査件数（件）

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

審査委員１人当たり査定点数（点）

審査件数 審査委員１人当たり査定点数※審査委員数：毎年度７月現在の医科審査委員数
 　審査件数：受付件数から返戻件数を除いた件数
　 審査委員1人当たり取扱い査定点数：査定点数（年間）÷審査委員数÷１２ケ月

１件当たり請求点数（医科） 

平成１９年度 平成２４年度 

国保・後期 ３，０００ ３，３７０ 

社保 ２，０５６ ２，００１ 

審査委員数及び審査件数等の推移（医科） 

12 



 医療費適正化対策への取り組み 

 住民が健やかに暮らせる地域づくりへの支援 
   生活習慣病の発症・重症化予防を進めるため、特定健康診査・保健指導の着実かつ効果的な実施に 
  向けた市町村の取り組みを支援 

 

○保険者から委託を受けて国保連合
会が保有する「健診・保健指導」「医
療」「介護」の各種データを利活用す
るため、国保データベース（ＫＤＢ）シ
ステムを構築 
 
○ＫＤＢシステムの活用により、 
 ①地域の健康状況を把握 
 ②重点課題の抽出 
 ③重点課題への対策の実施 
 ④効果を確認 

することにより、的確な保健事業を実
施 

 

○市町村の先駆的・モデル的な保健
事業の具体的な取り組みを踏まえた
「保健事業の手順に沿った評価基
準」を作成 
 

○評価基準では、保健事業の実施
の際の手順や体制について①事業
の企画立案②準備③実施④評価の
各段階で行うべき項目を示す 

 

○保健事業に取り組む保険者の実
施すべき事項の確認や評価の際に
活用する 

 

○市町村における具体的な保健事
業の取組み事例を収集し、保健事業
事例集データベースを構築 
 

○事例ごとに事業評価の視点を明ら
かにして、利用者が検索しやすいよう
に情報提供 
 
 
 
 
 
 
 

国保データベース 

（KDB）システム 
先駆的・モデル的な保健事業
を踏まえた評価基準の作成 

保健事業事例集 
データベース 

市町村保険者における保健事業の全体的なレベルアップを図る 

13 



 国保連合会は、保険者の委託を受けて行う各種制度の審査支払業務及び保険者事務共同電算処理業務を 
通じて給付情報等を保有している。 

健診・保健指導 

 
○健診結果情報 
  ・ 身長、体重、ＢＭＩ、腹囲 
  ・ 血圧、血糖、脂質、ＨｂＡ１ｃ値 
  ・ 血液検査値、肝臓検査値、 
   尿検査値、心電図検査・眼底検査 
○質問票情報 
  ・ 服薬、既往歴、喫煙歴、自覚症状 
  ・ 体重変化、運動、食べ方、飲酒、 
   睡眠 
○保健指導結果情報 
  ・ 支援レベル 
  ・ ６ヶ月後評価時の腹囲、体重、血圧、 
   生活習慣の改善 
  ・ 継続的な支援の実施回数、 
   実施時間、ポイント 
○健診・保健指導費用（契約単価） 
○健診機関情報 
○保健指導機関情報 
 
 
 
 
○被保険者情報 
  ・資格情報 
  ・加入期間 
  ・所得情報 

医療（国保・後期） 

 
○診療年月 
○傷病名 
○診療内容 
  ・ 診療行為（点数×日数・回数） 
  ・ 医薬品（点数×日数・回数） 
  ・ 特定器材（点数×日数・回数） 
○診療実日数 
○入院年月日 
○請求点数・決定点数 
○食事療養又は生活療養の回数及び決定基準
額（入院の場合） 
○医療機関等情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○被保険者情報 
  ・資格情報 
  ・加入期間 
  ・所得情報 

介護 

 
○サービス提供年月 
○要介護（要支援）状態区分 
○限度額適用期間（開始・終了） 
○給付計画単位数（居宅） 
○利用サービス 
  ・居宅（単位数×回数） 
  ・介護予防（単位数×回数） 
  ・施設（単位数×日数） 
○サービス開始（中止）年月日（居宅） 
○入所（退所）年月日（施設） 
○食費・居住費 
○受給者台帳 

  ・資格情報 

  ・認定有効期間 

○介護サービス事業所情報 

○居宅介護支援事業所情報 

 

 

 
 

○被保険者情報 

  ・資格情報 

  ・所得情報 

○認定情報 

  ・申請者の状況 

  ・主治医意見書の内容 

審査支払業務を通じて保有する主な情報 
（給付・受給情報は全て保有） 

保険者事務共同処理業務を通じて保有する主な情報 
（受託保険者分のみ保有） 

国保データベース（ＫＤＢ）システムに活用 

国保連合会が保有する情報 
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 国保連合会及び国保中央会では、ジェネリック医薬品の使用促進を図るため、後発医薬品利用差額通知
書の作成及び、被保険者からの問合せ対応として、平成２３年１０月よりコールセンターの運営を開始。 
 
 
  
 
 

差額通知書レイアウト 

お
問
い
合
せ 

国保連 
 

国保中央会 

保険者 

ご
照
会
対
応 

差 額 

通知書 

業務フロー 

国保被保険者 等 

委 

託 
差
額
通
知
書
作
成
等 

連携 

コールセンター 

 医療費適正化対策への支援例 
  ～ ジェネリック医薬品の使用促進 （差額通知書作成・コールセンター設置） ～ 

発送 

 国保連合会受託分（平成２４年１２月２０日時点）   
  ○ 差額通知作成状況 

     平成２３年度末委託保険者 ４５９ → 平成２４年１２月委託保険者 １，１５４（６９５保険者増加） 

ジェネリック医薬品に切り替
えた場合に削減される自己
負担額を記載 

処方実績を記載 
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国保連介護給付適正化システムから提供される情報 

２ 医療情報との突合・縦覧点検      過誤請求及び不当請求等の過誤調整に直結する情報 
                    

（１） 医療情報との突合 
     国保連合会が有している医療給付の情報と介護給付の情報を突合することにより確認が可能 
        ・  医療保険と介護保険の両制度の給付が重複する請求明細書の確認 
       ・  医療保険と介護保険の間で同時には成立しない不適正な給付の確認 
 
（２） 縦覧点検 
       ・  同一受給者の請求明細書を複数月にわたって並べて点検 
        ・  同一受給者の同一月内の複数のサービス・事業所の請求明細書を並べて点検    等 
        （医療では「横覧点検」と呼ぶので注意が必要） 

３ 介護給付費通知          受給者自身が給付額について認識を深めるための情報 
                    ＊ 実際受けたサービスと通知が異なる場合には不正請求の発見につながる情報 

１ 給付実績を活用した情報提供        実地指導が必要な事業所等の抽出 
     
  受給者、事業所、ケアマネごとの情報を分析することにより、さまざまな傾向について把握が可能 
 （例）・要介護認定（更新／区分変更）状況    → 要介護度が改善しているか否か 
     ・支援事業所とサービス事業所の関係 → 支援事業所が受給者の意向を考慮せずにサービス事業所を 
                                決めているのではないか 
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